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要     旨 

 

人類社会の持続可能性の維持は、現在の人の活動を続ける限り困難になりつつある。現状を

客観的に認識し、必要な対策をとることは、人類の喫緊の課題である。 

持続可能性向上は学術会議全体に関わる重要な課題であり、課題解決において生産科学も

重要な役割を担うと考えられる。本文書の目的は、持続可能性向上に向けて、生産科学が貢献

できる課題を分析し、政府や関係機関及び広く社会に向けて解決の方針を記録として提示する

ことである。 

本記録では、持続可能社会構築のための最重要要件の一つである、地球の環境的持続可

能性、すなわち、人間活動を長期的に阻害しない程度に、地球資源の浪費や地球環境の劣

化の可能性をより少なくすることに注目する。社会の持続可能性向上は、重要な社会課題と

して、すでに学術的にも政策的にも広く取り組まれている。しかし、持続可能性を損なう要因は

様々で複雑であり、各種の対策が関連してどのような効果があるか、互いに矛盾していないか等、

学術的には明確でないことが多い。短中期的な対策を推進することは重要であるが、並行して、

持続可能性に関する学術的な理解を深め、長期的かつ確実に持続可能性を向上させる方策を

統合的に推進することが求められている。 

社会経済活動が引き起こす温暖化や資源枯渇、環境汚染などの環境影響において、生産活

動や製品使用など、人工物のライフサイクルを通じた影響は大きいと考えられており、その負の

影響を軽減させる方策を、学術的に研究することは重要である。 

本記録では、まず、社会活動が様々な人工物を活用していることから、人工物を生み出す生

産科学が社会の持続可能性に関係し、その向上に貢献できることを指摘する。現状の生産活動

を分析し、無駄の多い人工物のライフサイクルを革新し、また、新たな人工物ライフサイクルを創

出できることが重要であることを述べる。人工物ライフサイクルを介して各種の社会活動を連携さ

せ、持続可能性を向上させることができることを主張し、そのためには、生産活動や人工物のライ

フサイクルについて、製品や技術領域に制約されない俯瞰的で包括的なモデリングが重要であ

ることを述べる。そのモデリングを活用して持続可能性向上へ向けた様々な方策が考えられるこ

とを述べ、そのための俯瞰的で包括的なモデリング手法の確立へ向けて、現状の問題点を分析

し、デジタル・ツインの考え方を導入して、モデルの連携と統合の考え方を論じ、課題の解決を

目指す研究推進の必要性を述べる。 

社会は多くの人工物を包含しているため、持続可能性向上に向けた対策についての具体的

な社会実装が進もうとしているこの時期に、対策の基本的な考え方について生産科学の立場か

ら、検討を行うことは意義深い。 
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１ 本記録の目的と範囲 

本記録では、社会の持続可能性を向上させる上で、生産科学の立場から貢献できる課題

を分析してその解決へ向けた方策を提言する。 

生産科学とは、生産活動に関わる科学の総称である。ここで言う生産活動とは、人間社

会の利便性向上を目的に人工物（形のある物体及び形のないソフトウェアとの結合を含む。

また、システムも含む。）を発想・設計・製造・使用・回収・再利用・廃棄する一連のプロ

セス及びその組織的活動である。その結果は、社会経済的価値の増加に寄与するとともに、

人間・自然環境に影響を及ぼす[1]。 

本記録においては、生産活動とそこから生み出される人工物の全ライフサイクルを考察

の対象とする[2]。本記録で考察する人工物とは、いわゆる工業生産により造り出される成

果物を意味することとする。 

本記録で想定する人工物の製品領域としては、機械製品を主な対象とするが、メカトロ

ニクス製品や関連するソフトウェアやシステムも考える。電気自動車など、最近の製品は、

個別の工学領域を総合して構成されるものが多く、従来の枠組みでは対処しきれないよう

な製品も考える。 

本記録の考察においては、加工や材料などの生産の物理的側面についての要素学術につ

いては深く踏み込まず、設計や生産活動、及び人工物のライフサイクル全般に係わるシス

テム的な学術について考える。例えば、付加製造技術（Additive Manufacturing）の物理

プロセス技術については踏み込まないが、このような加工や材料新技術が人工物ライフサ

イクル全般に及ぼす影響は考察の対象とする[3]。 

本記録では、社会の持続可能性向上のための最重要要件の一つである、地球の環境的持

続可能性、すなわち、人間活動を長期的に阻害しない程度に、地球資源の浪費や地球環境

の劣化の可能性をより少なくすることに注目する[4]。持続可能性の考察において、状況に

応じた恣意的な判断や妥協を回避するためには、究極的には、Absolute Sustainabilityを

目指して、プラネタリー・バウンダリー（Planetary Boundaries）を追究することが必須

である[5,6,7]。プラネタリー・バウンダリーの議論は、一定の仮説やモデルに基づいてい

るが、その妥当性の検証は、学術的に継続的な課題である。本記録では、妥当性の評価に

立ち入らず、これらは学術的で客観的な参照基準であると考え、Absolute Sustainability

を損なわない範囲で、先進国のみならず、全地球的に、いかに人の Quality of Life(QoL)

を向上できるかを、持続可能性向上へ向けての包括的な課題と考える。 

持続可能性の課題に取り組むために、本記録では、人工物の効用と環境負荷を明示化し、

環境への負の影響が小さい無駄を排した生産活動と人工物のライフサイクルを実現する

ことを目的とする[8]。以下では、生産活動や人工物のライフサイクルを併せて「人工物ラ

イフサイクル」と総称することとする。持続可能性に貢献する人工物ライフサイクルの実

現の必要性については、これまでも繰り返し指摘されている。しかし、その実現は必ずし

も思うように進んでいない。本記録では、その要因の一つは、人工物ライフサイクルを俯

瞰的に捉え、包括的かつ領域横断的にモデリングできる汎用的な手法（以下「人工物ライ

フサイクルモデリング手法」という。）が確立していないことであると主張する。実世界で
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の多領域に渡る人工物ライフサイクルを連携させて、その動的な変化を充分に取り込める

人工物ライフサイクルモデリング手法には未だ多くの課題が残されている。 

本記録では、人工物ライフサイクルが、持続可能性に与える負の影響を軽減させること

のみならず、持続可能性向上に積極的に良い効果をもたらす方策を、生産科学として学術

的に研究することも視野に入れる。例えば、自動車のレンタル利用は環境負荷を軽減しつ

つ利用者の利便性を向上できる可能性があるかを、人工物ライフサイクルのモデリングを

活用して客観的に明らかにできるようにするといったことである。 

なお、持続可能性向上へ向けてどのような具体的方策を採用し、例えば 2050年にどのよ

うな社会を構築したいかなどは、各国・各地域の人々が社会的合意として決めていくべき

ものであるとして、本記録では直接的には議論しない。本記録で議論する人工物ライフサ

イクルモデリングや人工物ライフサイクルを操作対象とした持続可能性向上に向けた方

策は、社会的合意に基づいて構想する持続可能性向上のための具体的な手段を提供する役

割を担う。 

以上のことより、本記録では、以下のような点に着目する。 

・ 持続可能性という着眼点で見たときに、生産活動や人工物の使い方に応じて得られる効

用と環境負荷を学術的に明示化することによって、Absolute Sustainabilityを満足す

る限界を示した上で、社会の判断を仰ぐことが、生産科学の役割と考える。 

・ 持続可能性向上に資する生産活動や人工物を実現するためには、既存の技術領域や応用

領域に捉われない視点で、人工物ライフサイクルを再構築していくことが重要であると

考える。 

・ この点については、これまでも多くの議論がなされている。しかし、従来の生産活動に

おいて重視されていた効率向上，コスト削減等の問題と比較すると、持続可能性に資す

る人工物ライフサイクルの実現のために考慮すべき要因ははるかに多く複雑である。ま

た、持続可能性向上のためには、重要な手段の一つとして資源循環を考慮する必要があ

るが、資源循環の閉ループを含む系においては時間遅れが発生するために、その計画に

おいて見通さなければならない時間期間もはるかに長くなる。 

・ このような多数の要因が互いに関係しあい、かつ長期間に関わる問題を扱うためには、

実務的な制約に縛られた経験主義的なアプローチでは困難であり、人工物ライフサイク

ルを俯瞰的に捉え、包括的なモデリングに基づいた理論的アプローチが必須である。し

かし、従来のモデリング手法は個々の領域に特化して構築されることが多く、ライフサ

イクル全体を俯瞰的に扱うための包括的な人工物ライフサイクルモデリング手法は確

立されていない。 

 以上により、本記録の目的は、持続可能社会に貢献する生産科学の課題を追究するため

に、既存の学術領域の制約に捉われない視点で、人工物ライフサイクルに関する基礎的な

モデリング手法を確立するための研究推進の必要性を述べることである。 
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２ 持続可能性向上に向けた生産科学の貢献 

(1) 生産科学の範囲 

人々の生活は、人、自然に加えて、建築物、交通システム、家電製品等の人工物で支

えられている。各学術専門領域を扱う領域科学は対象物毎に構成され、例えば、自然、

人間、電力網をモデル化する科学として、自然科学、人間科学、エネルギー科学がある。

生産科学は、１章に記述したように人工物ライフサイクルを扱う学問である。さらに、

本記録ではモデルに注目する。したがって、多くの学問領域は、実世界における実体と

それに対応するモデルで構成されると見ることができる。例えば、生産科学は、人工物、

そのライフサイクル、それらのモデルで構成される。 

 

(2) 生産活動の重要性 

社会経済活動が引き起こす温暖化や資源枯渇、環境汚染などの環境影響において、生

産活動が直接的に引き起こす環境影響の割合は決して小さくはない[9]。特に、以下の例

に示すような関連により、人工物ライフサイクルの変化が地球環境に及ぼす影響の変化

は大きいと考えられる。 

・生産上流のサプライチェーン（最終組立メーカから見た温室効果ガスプロトコル(GHG 

protocol)におけるスコープ３カテゴリー１[10]） 

- 製品の素材の製造が引き起こす環境負荷など 

・生産下流の製品循環チェーン（最終組立メーカから見た温室効果ガスプロトコルにお

けるスコープ３カテゴリー11、12[10]） 

- 製品使用時に発生する環境負荷など 

・新しい製品やサービスの創出による社会生活や消費行動の変化 

- レンタルによる製品使用など 

・人工物を通じた社会インフラストラクチャの革新 

- スマートグリッドによる電力網の効率化など 

・産業構造の変革による社会生産性の向上 

- 農業と流通業の統合による食品ロスの削減など 

これらの分析や持続可能性向上に向けた方策については、３章以下に記述する。これ

らの影響は、例えば、SDGsにおける「目標 12:つくる責任 つかう責任」(Goal 12. Ensure 

Sustainable Consumption and Production Patterns)を初めとして、より一般的に SDGs

の他の目標においても指摘されている[11]。 

人工物ライフサイクルが、地球規模で環境に及ぼす影響は、俯瞰的には十分に把握さ

れておらず、その重要性が一般には良く理解されていないと思われる。一例として、電

気自動車の電池について、他用途転用も含めて再利用、再生産により循環させる場合の

グローバルな環境負荷の把握は技術的に困難な課題である。生産活動や人工物の全ライ

フサイクルを通じて、生産活動や人工物利用と環境影響の因果関係を構造的また動的に

詳細に分析し、環境影響の大きさを定量的に評価し、さらに影響軽減の方策を検討する

ための基礎的な研究が必要であり、持続可能社会へ向けた生産科学研究の重要な課題の
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一つである[12]。このためには、普遍的で包括的な人工物ライフサイクルモデリングが

基本的な役割を果たす。 

 

(3) 生産活動の現状認識 

現状の生産活動や社会における人工物の利用において、持続可能性を損なう多くのシ

ステム的課題が存在している。例えば、人工物の利用については、既存の産業構造の制

約や大量消費型のライフスタイルの定着などにより、必要な情報や人工物が適切に利用

できず、再利用可能な製品の破棄など、資源の無駄が発生していることがある。これら

の課題は、産業界や学界でも認識されていながら、俯瞰的な立場で取り組まなければな

らない課題であるために、容易には手が付けられず、結果として見過ごされていること

が多いと考えられる。 

本記録においては、持続可能性達成のために、新素材や新加工法、製品新機能などの

未踏要素技術の開発が基本的に重要であることはもちろんであるが、同時に多くのシス

テム的課題が存在し、それらが持続可能性を低下させることに注目する。 

例えば、 

・デジタル化の遅れにより、必要な情報が得られず、無駄な作業が発生する。 

・製品利用者の意図が設計者に十分反映されず、製品利用について無駄な消費が生ずる。 

・人工物の有する価値を使い切らずに廃棄される。 

・既存の産業構造の制約により、必要なものや情報が利用できない等。 

 

(4) 生産科学の対応 

現状を局所的に改善することを超えて、持続可能性の概念を明確に意識して、俯瞰的

視点により本来の姿へ改革することで、持続可能性の飛躍的な向上が期待される。 

このような視点の転換は、従来は困難であったが、近年の情報工学やシステム工学の

進展、デジタル情報基盤の実装などにより、現実的に追究できる課題となった。それに

も拘わらず、関係者の習性となった思考態度が切り替わらず、対応が遅れている。すな

わち、技術的にも経済的にも実現可能であり、持続可能性向上のための効果も明確であ

るにも拘わらず、従来からの考え方に捉われ、また既存の制約を変更困難であると思い

こみ、現実の分析が合理的に行われず、課題が明示化されていないことが多いと考えら

れる。 

現状において、持続可能性を低下させる上述のような要因が依然として多く潜んでい

るという事実を可視化し認識することが重要である。そのために、環境負荷の因果関係

を分析し、持続可能性低下の要因の可視化を実用的に容易にする手段が必須であり、人

工物ライフサイクルモデリングが有効な手段となる。 

上記のような視点による現状の認識は、すでに工業化が進展した先進地域より、これ

から技術革新が進行しようとしている発展途上地域の方が容易であるかもしれない。生

産科学が広く持続可能性向上へ貢献できる可能性がある。 

これらの課題への対応策のひとつとして、以下に定義するような「無駄」を把握し、
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持続可能性の観点から無駄排除の対策をとっていくことは有効であり重要であると考え

られる。 

【無駄】 

目的とする製品・サービスに関する生産活動や利用において、本質的には必須ではな

いが（これが意味することについては慎重な考察が必要である）、現状の技術や制度的な

制約などにより発生する活動やそれに要する資源。 

生産活動や人工物は、長年に渡ってボトムアップ的に発展してきた。その過程で、そ

の時々の制約条件や利用可能技術の影響を受け改善されてきたので、過去には必要であ

ったが、現在では不必要に複雑化し、多くの「無駄」を含んでいる可能性がある。現在

と将来の制約条件や利用可能技術を明示化し見極めていくことは、人工物ライフサイク

ルを理論化、単純化、効率化し、持続可能性を向上させていくために重要である。 
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３ 生産科学が解決すべき課題 

２章(4)で述べたように、生産活動の現状の問題を打破するために生産科学が対応すべ

き課題は多様であるが、以下の二つの典型的な課題に大別して考えることができる。この

分類は包括的あるいは排他的なものではなく、両者の間には、様々な融合した課題が存在

する。 

 

【既存人工物ライフサイクルの無駄の排除】 

今までの設計生産の在り方には、歴史的な発展の経緯から、様々な「無駄」が存在し

ている可能性がある。顕在化していながら現実的な制約により対応出来ていない無駄も

多いが、さらに、従来からの思考態度に捉われていたり、過度な複雑化などにより、関

係者の思考が及ばず、見逃されていたりする無駄も多いと考えられる。 

このような無駄への対応には、目的に従って生産活動や人工物を徹底的に分析しモデ

ル化することで、無駄を検出し、排除の対策を検討することができるであろう。例えば、

以下のような無駄排除の事例がある。 

・対象製品に合わせた製造設備の小型化により、エネルギー消費の無駄を削減する

[13,14,15]。 

・分断した工程のライン化により運搬や仕掛に係わる無駄を削減する[13,14,15]。 

・高度な調整機能により変種変量生産における歩留まりを向上させる[16]。 

以上において、注意深い定義が必要であるが、従来の「効率向上」と「無駄排除」は、

必ずしも同じではないことに注意が必要である。例えば、「生産速度の向上による生産効

率向上」は資源消費を増加させるかもしれない。 

 

【新たな人工物ライフサイクルの創出】 

持続可能性の向上のためには、従来の人工物ライフサイクルの制約を超えて、目的に

従い資源制約を考慮しつつ新たな価値を生み出す人工物ライフサイクルを創出していく

必要がある。例えば、従来にない異業種サプライヤ連携により、部品供給を効率化する

ことなどがある。本来の用途を超えて他応用への部品リユースを可能とするための、部

品設計と循環プロセスの連携などが循環経済（Circular Economy）でも議論されている。

いずれも、連携する既存の人工物ライフサイクルを俯瞰的に考え直すと、潜在する多く

の可能性が見いだせるという例である。以下のような事例が考えられる。 

・製品設計において素材を変更することにより、素材自身の環境負荷のみならず、必要

な機械加工や成型加工の環境負荷も削減する。 

・使い切りから修理を前提とした製品へ設計変更し、対応する製品ライフサイクル管理

を確立する。 

・車載蓄電池について使用による状態変化を監視することにより、使用後の効果的な再

使用、あるいは他目的への転用を可能とする[17]。 

・軽量化により稼働負荷削減が見込める自動車ボディの樹脂化を推進し、そのためにエ

ンジニアリングや生産プロセスを革新し効率化する[18]。 
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４ 課題に対応するための人工物ライフサイクルモデリング 

(1) 人工物ライフサイクルモデリングの役割 

前章に記述したような課題に対応するために、本記録では、生産活動や人工物のライ

フサイクルを自然法則や活動の基本的考え方に基づきモデル化すること、及び、それら

を活用した問題解決策の創成が基本的に重要であると考える。基礎となるモデリング手

法の開発などの生産科学の基礎学術が中核となり、現状活動や人工物の徹底した見直し

や、Society5.0[19]が対象とするような社会や産業の活動の新たな連携が可能となると

考えられる。 

ここで改めて人工物ライフサイクルモデリングの役割について考察する。２章で述べ

た人工物のモデルと実体を対(twins)にして扱い、両者がライフサイクルにおいて対応し

つつ変化していく様相をサイバー世界におけるシミュレーションなどを用いて動的に関

係させモデル化しようとする考え方をデジタル・ツイン（Digital Twins）[20,21]と呼

ぶ。このような人工物ライフサイクルについてのデジタル・ツインを図１に示す。物理

層の人工物に対応して、サイバー層に人工物ライフサイクルモデルが構築される。いま

だに広く受け入れられた定義は未確立であるが、デジタル・ツインにおいては、サイバ

ー層で先に計画し、物理層で実現したり、物理層の変化を忠実にサイバー層に反映した

りなど、サイバー層と物理層の関係は様々である。このような関係を活用するシステム

をサイバー・フィジカルシステム(Cyber-Physical System: CPS)と呼ぶ[22,23]。本記録

において、生産科学として持続可能社会の実現へ貢献するための中核は、図１に示した

人工物ライフサイクルモデルであり、モデル構築のために必要な各種の基本的手法から

なるモデリング手法群により汎用的な人工物ライフサイクルのモデル群が構築される。 

さらに、それらを活用することにより、社会における様々な活動を支える人工物のラ

イフサイクルモデルが構築されている様相を図２に示す。図中で、肌色と白色の角丸長

方形は図１で示した人工物ライフサイクルのデジタル・ツインを示している。緑色や橙

色の角丸長方形は様々な社会活動を示しており、各社会活動の中で様々な人工物が活用

されて社会活動が成立している。青色の線は、各社会活動が互いに関連し、また、社会

活動と人工物、人工物同士が互いに関連していることを示している。この図は、人工物

は社会活動を駆動する不可欠な要素であり、各社会活動のデジタル・ツインを構築する

とすれば、人工物ライフサイクルのデジタル・ツインはその構成要素であり、かつ、両

者は共有の要素を持つことになることを示している。 

この図において、本記録における生産科学の範囲は、社会活動の一環としての「工業

生産」、及びその他の社会活動で利用されている「人工物」のライフサイクルの全てであ

ることを示している。図中に濃橙色で示す工業生産活動では、中核となる汎用的な人工

物ライフサイクルのモデルが構築され、それらを基礎として、各社会活動中の人工物の

ライフサイクルを表現する様々なモデルが構築され、生産活動に関する CPS が構築され

る。社会活動の構成要素として、人工物に依存する活動については、工業生産の成果を

活用して、各々の目的に適合するように人工物のライフサイクルモデルを提供すること

が生産科学の役割の一つとなる。生活の例においては、生活そのものは生産科学の直接
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の対象としない（図中の緑色）一方で、生活を構成する要素である家電品、情報機器、

自動車、それらを制御するソフトウェアなどは、生産科学の対象となる人工物ライフサ

イクルのデジタル・ツイン（図２の肌色と白色の組）であることを図２は示している。 

図１、図２に示すように、ライフサイクルについての共通のモデリング手法を適用で

きれば、現状では様々な製品や技術領域に分断されている生産活動を連携させることが

可能となる。現状では、モデリング手法は、製品や産業領域、技術領域ごとに固有に詳

細化された手法となっており、それらを連携させるためには、固有のモデリング手法の

深い理解が必要となり、現実的に困難である。社会活動においても同様に、含まれる人

工物ライフサイクルモデルが共通のものになっていれば、それを介して例えば生活や都

市機能、農業などを効果的に連携させることなどができる[11]。このような新たな連携

により、人工物ライフサイクルを通じて新たな産業や社会活動が創出され、それらを俯

瞰的に考えた時の持続可能性向上を追究できるようになるため、その方策を研究するこ

とは重要である。図１では、人工物ライフサイクルモデルを用いた検討に基づき，その

ような方策を創出する各種の基本的手法を人工物ライフサイクル革新手法群として図示

してある。 

 

図１ 人工物ライフサイクルのデジタル・ツイン 

（出典）分科会で作成 
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図２ 社会活動を支える生産科学 

（出典）分科会で作成 

 

(2) 現状のモデリングの問題点 

基礎的なモデリングとして、生産システムやプロセス、人工物などに関する人工物ラ

イフサイクルモデリングは、長年に渡って研究開発されており、生産システムソフトウ

ェアや CAD/CAM(Computer Aided Design/Computer Aided Manufacturing), CAE(Computer 

Aided Engineering), PDM(Product Data Management), PLM(Product Lifecycle 

Management)などのモデリングツールとして実用的にも有効に活用されている[24]。 

これらのモデリングは、個々の目的に従って研究開発されてきたので、固有の理論や

モデル化手法、モデルデータ記述法があり、独自の発展を遂げてきた。具体的なモデル

データについても、各々の目的に従い、機能要求、設計、生産、利用、保守、リサイク

ル・リユースなどの多くの視点からデータ化が試みられてきた。また、人工物を利用す

る各産業領域や社会活動ごとにも固有の視点や概念でモデル化がなされてきた。 

これらのモデル化手法やデータは個別的に開発されており、それらの統合や相互運用

性（Interoperability）[25]は十分ではなかった。近年ではスマート生産（Smart 

Manufacturing）などの要請により分野横断的なモデル利用の要求が強くなっているが、

従来のモデルは、各適用分野を超えて分野横断的に利用できる状態にはなかった。持続

可能性向上の視点から、生産活動や人工物に関する情報は、他産業でも必要とされ有効

に活用されることが期待されるので、他産業との相互運用性も非常に重要になってきた。

しかし、従来のモデル化手法では、分野横断的に人工物を活用して、社会をも対象とす

る持続可能性を検討するためには、不都合が多かった。 

また、従来の人工物のモデルは、主に生産効率や品質向上を目的に開発されてきたの

で、持続可能性評価の視点からは欠けている情報が多い。全ライフサイクルの視点や環

境影響に関する視点からの情報である。関係する学術領域との連携を深め、必要なモデ

ルデータの整備と人工物ライフサイクルモデルへの組み込み手法について深い考察が必

要とされている。 
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(3) 人工物ライフサイクルモデリングの要件 

上記のように、前章で述べた課題を解決するための普遍的かつ包括的なモデリング手

法は未だに充分研究開発されていない。人工物ライフサイクルモデリングの見直しや連

携を基礎として、持続可能性を損なうようなシステム的な要因を排除し、Absolute 

Sustainabilityへ向けて、社会や産業の持続可能性を向上させる方策を学術的に追究で

きるようになると期待される。人工物ライフサイクルモデリングに関する重要な要件を

示す。 

 

【持続可能社会の姿を議論するために必要な情報の表現】 

対象とする社会の姿に従い、人工物ライフサイクルをその要件、機能、振舞、実体化、

運用、循環などの各視点間の意味的関係性を保った形式でモデル化する。その際に、環

境影響項目を徹底して網羅的にモデル化することが重要である。環境影響項目の情報表

現を、様々な文脈情報（発生源、日時、環境条件、関連機器、運用条件、計測条件など）

と関連させて表現する。これらの情報表現が、環境科学や地球科学などの持続可能性を

対象とする学術分野と共有できるように体系化することが、持続可能性評価のために重

要である。 

 

【人工物ライフサイクルの社会活動への影響分析】 

環境影響項目を充分に組み込んだ人工物ライフサイクルのモデリングができれば、

様々な地球環境や人間活動との干渉おいて、人工物ライフサイクルの社会活動への影響

を分析することができるようになる。この際に、恣意的にモデリングの範囲を絞り込む

ことなく、５章に述べるような micro-meso-macroレベルのモデル連携により、構造的な

環境影響分析ができることが重要である。大規模計算や大量データに対応する技術開発

などが必要とされる。 

 

【社会活動のモデリングに組み込める人工物ライフサイクルモデリング】 

社会活動や産業活動においては、様々な人工物が不可欠な要素として利用されている。

そのような人工物ライフサイクルについて、従来のモデリングでは、活動の直接的な目

的に従い、そのために必要な情報を現状にできるだけ忠実に写し取ることがなされてき

た。様々な制約や過去の経緯から現状の活動には不必要な活動も含まれ、無意味に複雑

化していることが往々にしてある。また、従来の活動の目的は機能・効率重視だったの

で、環境影響評価の視点からは可視化されず、モデル化されていない情報も多い。この

ような従来のモデリングの課題を認識して、持続可能性評価の視点から、活動の本来の

目的に沿った姿をモデリングしていくことは重要である。様々な手法を追究すべきであ

るが、まとまった手法を提案することは難しく、虚心坦懐に対象を記述するモデル記述

のアプローチの徹底が重要である。  
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５ 人工物ライフサイクルモデリングに関する研究推進の必要性 

(1) 人工物ライフサイクルモデリングのアプローチ 

３章において、持続可能性の向上に向けて生産科学に関する二つの課題を示した。【既

存人工物ライフサイクルの無駄の排除】、及び【新たな人工物ライフサイクルの創出】で

ある。４章(3)では、課題に対応する人工物ライフサイクルモデリングの要件を議論した。

ここでは要件に対応するモデリングへの具体的なアプローチを議論する。 

上記のいずれの課題についても、本章(2)で基本的考え方を述べるような人工物ライフ

サイクルの俯瞰的かつ包括的なモデリングが基礎となる。最初の課題については、現実

の複雑さの徹底したモデル化を支援するために、汎用的なモデルの拡大と高度化が重要

である。第二の課題については、「無駄」のない人工物ライフサイクルを適切に設計する

ことが重要である。これらを支援するモデリング技術として、汎用的なモデルに関する

モデリング手法が基礎となる。特に、要素としてのモデルのモジュラー化や標準化を進

めてモデルライブラリを充実すると共に、macro-meso-micro連携モデリングとライフサ

イクルシミュレーションによって、垂直統合を実現することが重要である。 

以下に、人工物のライフサイクルモデリングに対するアプローチを列挙する。 

 

【領域間の連携を可能とするモデル化手法】 

生産活動や人工物のライフサイクルに関するモデルの記述手法として、モデル要素を

表現するクラス記述、及びクラス間の階層関係などの記述は基本であり、従来から多く

の研究がある[26,27]。汎用的なモデルとするためには、様々な製品領域や技術領域に共

通な要素を領域横断的にモデル化できることが必要である。このような汎用的なモデル

を構築するためには各領域に共通な基礎概念に関するオントロジー[28]を確立し、オン

トロジーを活用したモデル記述法が必要となる。 

汎用モデルに基づいて、生産活動や人工物に関する領域知識をモデル化する。すなわ

ち、オントロジーを活用した汎用的なモデルを基に、可能な限りの汎用化や共通化を念

頭に置きつつ、個別の製品領域や技術領域の知識の形式化を進めていく必要がある。過

去の実用的知識では技術的な曖昧さが残されているものがあった。機械工学領域におい

て部品寸法に許容される誤差を指定する公差の知識などは厳密にモデル化できていない

良く知られた一例である[29]。モデル化に際して、改めて厳密な理論化・知識化が求め

られる。 

 

【macro-meso-micro連携モデリング】 

持続可能性評価のためには、個別の人工物のレベルから企業や社会のレベルまで、連

携させてモデリングする必要がある場合がある。個別に発展してきたシステムが

System-of-system として、必要に応じて連携させられる。各システムのレベルにより

macro-meso-microの各レベルのモデルを適切に連携させる仕組みが重要になる[30, 31]。 

・ macro レベル：図２の社会活動レベルのモデル表現に組み込めるように人工物ライ

フサイクルモデルを設定する。 
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・ mesoレベル：人工物ライフサイクルに関するモデルを設定する。 

・ microレベル：個別の生産工程モデルや人工物のモデルを設定する。 

 

【持続可能性評価の基盤としてのモデリング手法】 

地球温暖化、資源枯渇、環境汚染に関する Absolute Sustainabilityを基本的な制約

条件として、持続可能社会へ向けて重視すべき評価指標（目標指標、手段指標）[32]の

設定とモデルに基づく評価法について、生産科学の立場から、評価を実行するためのデ

ータやモデルについての課題を明確にする。ただし本記録では、評価指標の具体的な設

定については今後の検討課題と考え議論しない。評価指標の算出に必要なデータを適切

に提供する方策について考える。 

本モデリング手法は、工業生産や各種の社会活動において、人工物に支えられる活動

を対象とする。作成された人工物のライフサイクルモデルに、持続可能性評価に関わる

環境影響項目を組み込み、持続可能性評価に必要なデータを積算できることが必要であ

る。実稼働におけるデータをモデルに基づき計測したり、人工物のライフサイクルを通

じて人工物が環境に及ぼす影響を動的にシミュレーションするライフサイクルシミュレ

ーションによりデータを推算することなどを考える。 

 

【ライフサイクルの評価を可能とするライフサイクルシミュレーション】 

人工物のライフサイクルを通じて、人工物が環境に及ぼす影響などを動的にシミュレ

ーションするライフサイクルシミュレーションの技術は重要である[12,33]。microレベ

ルの個々の人工物の生産や利用が mesoレベルのシステムに影響を与え、さらにそれらが

macro レベルの社会に波及するというように、macro-meso-micro レベルのモデルの連携

が必要となることが多い。電気自動車が導入された都市の持続可能性評価などは一例で

ある[34]。社会の持続可能性評価における人工物ライフサイクルの影響を定量的また構

造的に示すために必須である。 

他産業領域や他製品との新たな連携により今までに無い人工物ライフサイクルを設計

していく際の評価手段として活用できることが、ライフサイクルシミュレーションの目

的である。そのためのシミュレーションモデルの構築手法などは重要な課題である。 

 

【多様性へ対応できるモデリング手法】 

人や人を取り巻く環境の多様性、例えば、人と人工物との関係の多様性、多様な地域

での社会生活、生産活動の多様性などについて考察することは重要である。人工物との

関係における人の多様性を考察し、人と人工物あるいは生産活動や社会活動との関係や

共生を客観的に検討するための基礎となる人のモデル化は重要な課題である。 

人工物ライフサイクルのモデル化を通じて、生産活動や人工物をこれらの多様性に適

応させて、人も含む資源の無駄を削減し、人の QoL を向上させることは、持続可能社会

の構築にとって極めて重要な課題である。 

多くの人工物は、人が利用者や操作者として係わっており、その係わり方が人工物の
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持続可能性に影響を与えるとともに、人自身の QoL に影響して、社会の持続可能性に影

響を与えることになる。この係わりにおいて、人は多様であり、標準化されたインタフ

ェースでは、人工物を持続可能に維持することは難しい。重要な社会資産である人も、

生活を楽しむことも含めて、その資産価値を発揮できなければ、社会の持続可能性に大

きな影響を与えることになる。 

人工物との係わりにおいて、人をモデル化し、例えば、得意・不得意分野、学習や熟

練による能力向上や高齢化による能力低下などを表現できることを考える。時間により

変化していくこれらのモデルと人工物のライフサイクルモデルを適切に連携させて、人

工物やそのインタフェースを構築し、評価できることが重要である。人を観る視点は多

くの学術分野に係わるが、ここでの議論のためには、生産科学的側面に限定して如何に

有用なモデルが構築できるかに焦点をあてる必要がある。 

 

(2) 人工物ライフサイクルモデリングの基本的考え方 

製品領域や技術領域毎に多様に開発されてきた領域モデルの連携や統合、相互運用性

の向上については、いくつかの基本的考え方があるが、いずれも学術的な追究と現実的

な実現との兼ね合いにおいて、今後の多くの研究開発の努力が必要である。図３に概念

を示すように、「連携」とは何らかの変換により領域モデルの相互運用性を達成すること

であり、「統合」とは汎用的に定義されたモデルの要素を共用して各領域モデルを記述す

ることで相互運用性を達成することであるとする。設計意図や使用目的などに関する意

味的なモデル化や領域ごとに孤立しているモデル情報の統合のためには、中核的な汎用

モデルを確立して、個別の領域モデル間の意味的な関係付けを体系的に確立していくこ

とが正統的なアプローチであるが、多くの課題がある。現実的なアプローチとして、個

別の領域モデルを適切な抽象度の共通モデルで連携させていくことが考えられ、研究開

発が進められている。これらの様々な研究を俯瞰し、今後の研究開発の方向性を議論し

ていくことは重要である。 

図３において、各モデルは、モデル化される対象の一般的な性質を表現するもので、

モデル記述におけるクラスとして表現されている。本節の記述では、モデルとはクラス

としてのモデルを意味し、特に個別に実現され存在する具体的な対象物であるインスタ

ンスとしてのモデルの場合にはそのように明記する。 

モデルは、モデルの要素であるサブモデルの集合として表現されている。図３におい

て、角丸四角枠は、ある領域における人工物ライフサイクルのモデルを表す。領域モデ

ルのすべてが連携や統合の対象となるわけではない。連携や統合の対象となるモデル内

のサブモデルの集まりを、各モデルの中の小さな角丸四角枠で表現する。(b)及び(c)に

おける灰色の角丸四角枠は共有される汎用モデルのサブモデルを表す。領域モデルやそ

のサブモデルは、目的に応じて様々に設定されるが、例えばメカトロニクス分野を領域

と考えた場合、領域モデルはメカトロニクス製品全体のモデルであり、そのサブモデル

は機械要素や電気電子要素、ソフトウェア要素などのモデルとなる。 

連携や統合のために次のような人工物ライフサイクルモデルを導入する。 
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【共通モデル】 

連携の対象となる各領域モデルのサブモデルについて、変換の容易性などを考慮して

定義される共通のモデルである。 

 

【汎用モデル】 

個々の連携や統合に依存せず、対象として規定された各領域分野を包含するように、

予め定義されたモデルである。対象分野を構成する概念表現の集まりであると言える。 

 

図３において、(a)は、各領域モデルの連携の必要に応じて、その都度適切な共通モデ

ルが設定されることを示している。(b)は、必要に応じて共通モデルを設定するのではな

く、できるだけ汎用的なモデルを構築しておくことを示している。個々の領域モデルの

連携については、各モデルの該当するサブモデルを汎用モデル中の対応するサブモデル

に変換することで実現する。様々な領域連携の要求に統一的な手法で対応しようとする

ものである。(c)は、汎用モデル中の対応するサブモデルが、そのまま各領域モデルのサ

ブモデルとして組み込まれることにより、統合を達成しようとするものである。領域モ

デルに組み込めるようにモデルデータのみならずモデル操作機能も規定されている必要

がある。このためには、モデルデータとしての生産科学知識が明示的に記述できるよう

に学術的に体系化されている必要がある。 

例えば、一般的な「公差」という概念が工学的に厳密に定義されていないことを、こ

こでは生産科学知識が明示的でないと言う。公差とは、機械部品を製造する際に、寸法

などに許容される誤差を規定する手法である。公差が厳密に定義可能になれば、無駄の

無い公差を設定することが可能になり、必要以上の加工精度を要求することがなくなり、

不要な加工作業を削減できて、必要な製造エネルギーを削減することが可能になる。こ

のような学術的な体系化が困難な場合が依然として多く存在するところにこのモデル研

究の困難さがある。従来研究を発展させ、継続的に研究に取り組む必要があるとともに、

基礎学術に基づいて生産科学知識をより論理化していく必要もある。 

現状では、例えば、形状の扱いについては、数学的基礎がかなり確立しており、現実

図３ モデルの連携と統合の概念 

（出典）分科会で作成 
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的な開発が進んでいる。3D-CADにおける形状モデルについては、個別の CADシステム間

でそれらの CADシステムに都合の良い方式で固有の共通モデルを設定する(a)から、STEP 

(Standard for the Exchange of Product Data)[35]などの国際標準に基づいて変換用

の汎用モデルを設定する(b)の段階にあると考えられる。さらに、形状に関する汎用のモ

デルクラスを各 CADシステムに組み込もうとする(c)の可能性を追究している。具体的に

は、一例として、汎用のモデルクラスについて共通の API(Application Programming 

Interface)を整備することなどが考えられる。 

実体をモデル化しようとする物理モデルや様々な技術モデルについては、領域依存性

が強く、(a)から(b)へ発展するためには、概念の体系化や共通化について今後多くの研

究開発が必要とされている。例えば、「品質」という疑念は、使用寿命など製品が備えて

いる特性のレベルを規定しており、持続可能性にとって必須の概念である。製品領域や

技術領域ごとに固有の物理現象に依存して定義されているのが実態であり、一般的に比

較することは困難である。この概念整理は興味ある課題であるが困難な課題であり、今

後の研究が必要とされる。 

具体的なモデルインスタンスとしてのデータ項目については、設計や製造を主体とし

て従来から考えられてきた生産科学に関するモデルデータのさらなる体系化、理論化が

必要である。特に、持続可能性評価に必要なデータ項目を取り入れていくことは、重要

な基本的要求である。持続可能性評価に必要なデータ項目の多くは、関連学術により明

らかにされてきているので、それらを多視点で領域連携できるような人工物ライフサイ

クルモデルに構造的に組み込んでいく。これにより、Absolute Sustainability へ繋が

るような環境科学や地球科学の視点から構成されるマクロなモデルに対し、人工物が支

える社会や産業活動に関する環境影響データを構造的に提供できるようになると期待さ

れる。例えば、温暖化や資源枯渇、環境汚染などの環境影響に関するデータ項目につい

ては、LCA(Life Cycle Assessment)[36]の分野でのデータ体系や蓄積されてきたデータ

を不整合なく活用していくことは重要である。 
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６ 提案 

本記録は、持続可能社会を構築し向上させていくために、様々な人工物がそのライフサ

イクルを通じて社会活動を支えているという視点を基礎として、人工物を生み出す生産科

学が社会の持続可能性向上にさらに貢献できるための方策について考察したものである。 

生産活動や人工物のライフサイクルについての俯瞰的で包括的なモデリングが重要で

あることを述べ、そのモデリングを活用して社会の持続可能性向上へ向けて人工物のライ

フサイクルを変革するための様々な方策が考えられることを述べた。 

本記録で指摘した生産科学における課題は以下のとおりである。 

・ 持続可能性向上に資する生産活動や人工物のためには、既存の技術領域や製品領域に

捉われない視点で生産活動や人工物を再構築し、発生する無駄を削減していくことが

必要である。 

・ そのためには、人工物をそのライフサイクル全体で捉えて、様々なライフサイクルの

総体との関係において社会の活動を捉えることが必要である。それを支援するような相

互運用可能で透明性のあるライフサイクルモデリング手法が必要である。 

・ 持続可能性という着眼点で見たときに、人工物のライフサイクルに応じて得られる効

用と環境負荷を明示化することによって、Absolute Sustainability を満足する限界

を示す必要がある。 

 

上記の課題を解決するために、以下の方針を提案する。 

１) 生産科学の視点から、人工物ライフサイクルに関する情報とその表現に関して、人工

物ライフサイクルを俯瞰的に捉え、領域横断的、かつ、汎用的なモデル化手法群に関する

研究を推進する必要がある。例えば、人工物ライフサイクルにおけるカーボンフットプリ

ント(Carbon Foot Print: CFP)の具体的積算法において、本記録に基づく、異業種横断的

なデータ交換の基盤の構築である。 

２) モデル化手法群を基礎として、持続可能性向上に資する人工物ライフサイクルの変

革のために、不適・不要な制約を廃して生産活動を本来の在り方に変革する方策に関する

研究を推進する必要がある。例えば、資源循環を容易化する人工物設計手法において、人

工物設計における方策と資源循環系での効果の関係の明示化、もしくは、人工物と資源循

環系のデータ連携が自動的に行われることで相互関係が明示化されるようなモデル統合

基盤の構築である。 

  

以上の方針は、いずれも問題の難しさゆえに長期の取組を必要とする。研究成果の蓄積

と効果的な再利用を目指して、総合的かつ長期的な研究計画を設定することが重要である

ことを指摘する。 

短期的には、カーボンフットプリント、デジタル製品パスポートなど個別に実証的なプ

ロジェクトを進めて行き、その結果を本記録で示した視点（可視化、将来の拡張性など）

で再整理し、それに基づきさらに実証的なプロジェクトを進めるという循環的な進め方か

ら始めるべきである。本記録はこのような短期的な検討の重要性も指摘する。 
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＜用語集＞ 

オントロジー 

 様々な定義があるが、本文書では、考察対象とする分野のモデルを構築する際に基本

となる概念や概念間の関係の体系と定義する。個別の製品や技術領域に横断的に共通の

オントロジーを規定できることが相互運用性にとって重要である。 

 

サイバー層 

 論理的に存在する対象の場を意味する。本文書では、主に、物理層に存在する対象の

モデルを考える。物理層に対応する対象が存在しない場合もある。 

 

サイバー・フィジカルシステム（Cyber-physical system: CPS） 

 物理層の対象とサイバー層のモデルとを必要に応じて動的に関係させ、単独では達成

できないような機能を実現しようとするシステムである。物理層における詳細な装置情

報の獲得によるサイバー層における高度なメンテナンスサービスや、サイバー層におけ

る新たなサービス設計に基づく物理層の施設再編などは一例である。 

 

人工物 

 人の活動により生み出されるものの総称で、形ある物体のみならず、形のないソフト

ウェアやシステム、知的資産も含む。本文書では、いわゆる工業生産により造り出され

る成果物を意味することとする。 

 

人工物ライフサイクル 

 人工物が生まれてから消滅するまで、すなわち、発想・設計・製造・使用・回収・再

利用・廃棄などの一連の活動およびその対象を意味する。 

 

相互運用性（Interoperability） 

 ある目的の仕事を達成するために、独立した人工物を協働させて活用できることを言

う。協働の程度は様々であり、特に協働の意味を理解している場合を意味的相互運用性

（Semantic interoperability）と言う。この場合には、関係する人工物が共通のオント

ロジーを有していることが基本となる。 

 

物理層 

 物理的に存在する対象の場を意味する。 

 

モデリング 

 モデルを構築する活動、手順、仕組み、あるいはそのためのツールを意味する。 
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モデル 

 一般的には、設定された目的のために、考察対象の特性や特性間の関係を、代替物や

言語、形式的な記述手法などで表現したものである。本文書では、モデルは情報処理的

な記述手法で表現されるものと考える。 

 

モデルインスタンス 

 モデルクラスの特性に個別の実現値が付与されたものである。物理層の実体から実現

値が付与される場合もあるが、物理層の実体が存在しない場合もある。 

 

モデルクラス 

 ある一般的な特性を持つモデルの群を意味する。 
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＜参考資料＞審議経過 

令和３年 

   ３月 30日生産科学分科会（第１回） 

意思の表出を行うことの承認、スケジュールの確認 

 

６月 11日生産科学分科会（第２回） 

カーボンニュートラルをはじめとする持続性社会実現のため、工場のエネルギーマ

ネージメント、リチウムイオン電池、エネルギーシステムの在り方等、周辺状況の

調査を行った。 

 

９月 30日生産科学分科会（第３回） 

カーボンニュートラルをはじめとする持続性社会実現のため、自動車、および周辺

状況の調査を行った。 

 

令和４年 

   １月６日生産科学分科会（第４回） 

循環型製造業に関する討議、及び意思の表出の検討 

 

   ３月４日生産科学分科会（第５回） 

意思の表出のための小委員会の設置を決定 

 

   ６月 30日生産科学分科会生産科学構想小委員会（第１回） 

本小委員会の設置目的、審議事項などが説明され、意思の表出の内容、スケジュー

ルについての検討 

 

   ７月 22日生産科学分科会生産科学構想小委員会（第２回） 

意思の表出の内容ついての検討 

 

   ８月 10日生産科学分科会（第６回）・生産科学分科会生産科学構想小委員会（第３

回）合同会議 

意志の表出に向けた申出書について討議 

 

   12月 28日生産科学分科会（第７回）・生産科学分科会生産科学構想小委員会（第４

回）合同会議 

意思の表出に向けての意見交換を実施。今回の議論を反映させた意思の表出申出書

を作成し、分科会委員長確認の上、事務局に提出を了承。 

 

   １月 27日生産科学分科会より意思の意志の表出に向けた申出書を事務局へ提出 
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   ３月 生産科学分科会（第８回）メール審議 

見解案「持続可能社会を推進する生産科学の長期的課題と解決に向けた見解」承認 

 


